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システムの変革にまで踏み込んだ改革




















































































































































































































































































図 2　ESD と低炭素教育の関係（高橋 2011 を一部改変）
低炭素教育とその他のさまざまな教育・啓発活動で、持続可能な開発像を
重複させるものはたくさんあると考えられる。特に「開発」という問題を取
り上げれば、当然であるが持続可能な開発という目標は共有することになる
と考えられる。ESD を、同じ目標を共有する教育・啓発活動との連携・共同
と考えるのであれば、低炭素教育は、ESD という枠組みの中でも積極的な役
割を果たすことができ、かつ重要なアクションとなると考えられるのである。
大正大学人間環境学科では、カリキュラムの中で環境を扱ってきたが、今
日の環境の状況と絶望的な将来予測などを理解したことで、学生は無力感に
陥り、今が楽しければもうそれだけでいいと考えてしまうのではないか、そ
んな学生が増えてしまうのではないか、ということが当初から危惧されてき
たことであった。そこでコースで学んだ学生が、むしろ主体的に「持続可能
な社会」を築いていく意思を持てるようになること、そしてそのためには将
来の希望を「環境教育」でつないでいくことが重要であると考えた。そのた
一二
大正大學研究紀要
　
第九十九輯
206
め学生が環境教育活動に積極的に参加する機会を持ち、自分が学んだ環境に
ついての理解や態度を他者に伝え、未来への希望をつなげられるような展開
となるよう、配慮を行ってきたのである。
これからの大学は、「教育」と「研究」の応用発展の中で、地域との連携
を図ることが生き残る道であるといわれている。この前提に立って、大学教
育が地域と協働するということの意味を考えれば、地域と協働しながら持続
可能な社会の形成をめざすこと、そしてその基盤としてさまざまな環境教育
の基礎を提供する、という方向性が浮き出てくる。
なお海外、特にアジアの途上国における低炭素教育も重要であるが、その
方向性や実践のあり方についての検討を整理することは、今後に残された課
題である。
註
１）エックス都市研究所による非公表資料（2013.3.17）に掲載された数値。
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